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（億円）
2016年度

資産合計
負債合計
(再掲:長期債務)
純資産合計

2013年度 2012年度
30,078
19,752
(10,379)
10,326

2014年度
27,864
19,397
(10,042)

8,467

26,878
18,805
(9,807)
8,073

26,137
18,455
(9,830)
7,681

2015年度
28,431
19,168
(10,018)

9,263

■財務状態（連結）

（億円）
（％）
（％）

2016年度 2013年度 2012年度2014年度
EBITDA
ROA
ROE

3,391
6.0
10.0

2015年度
3,381
6.4
10.2

2,893
5.1
8.4

2,885
5.1
8.6

2,903
4.9
8.3

■経営指標（連結）

1 財務

2 人材・働きがい（単体）

3 地球環境
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営業収益（再掲：鉄道事業の旅客運輸収入）
営業利益 経常利益 当期純利益

■経営成績（連結）

(億円)
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1,345

13,310

1,129
1,294

12,989

1,046

12 13 14

1,397

13,503

1,219

15

1,815

14,513

（7,806）（7,691） （7,970）
（8,500）

1,622

656601 667
858

16

1,763

14,414
（8,496）

1,607

912

■鉄道事業の旅客運輸収入内訳
新幹線 在来線（近畿圏） 在来線（その他）

(億円)
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13

3,644

2,921

1,239

3,570

2,889

1,230

14

3,759

2,962

1,248

(年度)15

4,372

3,022

1,105

16

4,346

3,050

1,100

■環境会計(2016年度)

投資額 2.8

2.9 3.5 129.6 0.9 13.1

470 0.7 0 0

0.1

0 0

1.7

（億円）

費用額
環境保全
コスト

分類 公害防止
コスト

地球環境保全
コスト

資源循環
コスト

管理活動
コスト

研究開発
コスト

社会活動
コスト

環境補償対応
コスト

社員の年齢構成 2017年4月1日現在

■環境負荷

I
N
P
U
T

O
U
T
P
U
T

〈列車（電車）運行などに使用〉

〈列車（気動車）運行などに使用〉

〈車両所などのボイラー、事務所の暖房などに使用〉

〈車両所などのボイラーなどに使用〉

〈業務用自動車などに使用〉

〈事務所への給湯などに使用〉

〈事務所への給湯などに使用〉

〈上水道〉

〈コピーなどに使用〉

電 気

軽 油

灯 油

A重油

ガソリン

都市ガス

プロパンガス

水

A4コピー用紙

使用済み資材発生量（設備工事）

リサイクル量

うち、資源ごみ発生量

資源ごみのリサイクル量

二酸化炭素※2

※4

※3

産業廃棄物排出量
〈産業廃棄物として行政に報告したもの〉

駅ごみ・列車ごみ総発生量

152.1千t

12.3千t

5.4千t

13.0千t
(92%)

5.3千t
(98%)

193.3万t-CO2

3.53万t
[46.6万t]

31.4億kWh
[3.8億kWh]

1.7億枚
[1.9億枚]

377万m3
[294万m3]

273t
[24t]

213万m3
[1,696万m3]

1,129kℓ
[968kℓ]

1,200kℓ
[1,380kℓ]

3,552kℓ
[136kℓ]

26,166kℓ
[175kℓ] リサイクル量 142.9千t

(94%)

CO2

〈地下水・工業用水・循環処理水※1〉水 排水 772万m30.95万m3 2

使用済み資材発生量（車両） 14.3千t

事業活動におけるエネルギー使用量と
CO2排出量※1の実績

駅ごみ・列車ごみ（資源ごみ）の
リサイクル状況の推移

鉄道資材における3Rの状況（設備工事） 鉄道資材における3Rの状況（車両）

列車運行エネルギーと
車両キロあたりの消費エネルギーの推移

省エネルギー車両の導入推移（営業車）

労働者に占める女性の割合 (管理職、役員それぞれについて)

※2017年4月1日時点

11%
全体

2%
管理職

2%
役員

※2016年度消化日数平均16.2日/20日

有給休暇取得率

81%
全体

0～19
20～24
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30～34

40～44
45～49
50～54

55～

（歳）

390（1%）
1,990（7%）

4,500（15%）
6,080（21%）

3,570（12%）
1,500（5%）

800（3%）
2,450（8%）

7,870（27%）

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000（人）

35～39

10 11 12 13
※1 CO2排出量（＝GHGの排出量）…
　　温室効果ガスの排出量（＝GHGの排出量）をCO2排出量に置き換えています
※2 「JR西日本グループ中期経営計画2017」における目標の基準年

14 15 （年度） 10 11 12 13 14 15 （年度） 1110 12 13 14 15 （年度）

274.4

145.7

272.1 267.5 270.5 269.8 272.1

51.2 50.5
47.8 46.3 48.2 48.5

160.4

177.6

200.0

199.2
200.4

193.3

0 0

50

100

150

200

250

300

10

20
274.4 272.1 267.5 270.5 269.8 272.1

（MJ/車両キロ） （両数） （％）（億MJ）20.7 20.1 19.9 20.1 20.0

75.4

72.2
76.9 77.7 78.8 81.7

83.919.7 19.7

4,744 4,727 4,771 4,920 5,107

1,550

4,556

6,294 6,149 6,142 6,245 6,2536,309

1,753 1,422 1,371 1,325 1,146

16

5,235

6,243

1,008

※2 ※2

（2016年度データ）

325.6 322.6 315.3315.3 316.8 318.1 320.6

16

272.0

48.1

320.1

■エネルギー使用量（列車以外）
■エネルギー使用量（列車運行）
■CO2排出量

■エネルギー使用量（在来線）　■エネルギー使用量（新幹線）　
■車両キロあたりの消費エネルギー

■非省エネルギー車両　■省エネルギー車両　 ■省エネルギー車両導入比率
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（千t） （千t）（％） （％）■ごみ発生量　■リサイクル量　 ■リサイクル率 ■売却　■再利用　■再生　■産廃　 ■リサイクル率 （千t）■売却　■再利用　■再生　■産廃　 ■リサイクル率
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0.2

1.9
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271

137.1

133.9

[　]内は連結子会社などのグループ会社の数値（別掲）
※1 水〈地下水・工業用水・循環処理水〉については、大阪駅や車両所など技術的に計測可能なものに限り掲載しています
※2 二酸化炭素排出量の算出については「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」および「地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）」に定める算出方法で計算しています
※3 排水については、「河川への放流水」および「下水道への排出水」など技術的に計測可能なものに限り掲載しています
※4 グループ会社の排出量についてはJR関係工事の請負により発生したものを含みます

採用者数の推移
■契約社員を対象とする社員採用・経験者採用　■新卒など（第二新卒含む）

0

200

400

600

800

1,000

1,200
（名）

（年度）13 14 15 16 17

1,085

924
839 880 903289
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育児休職適用数の推移
■男性　■女性

（名）

（年度）13 14 15 1612
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女性社員および新規採用数の推移
■女性社員数　■  女性新規採用者数

（名）

（年度）13 14 15 16 17
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採用数に占める女性の割合
■全体　■  女性採用数の割合
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平均残業時間
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